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An 　applicabili 重y　of 　Darnage 　Assessment 　Training　System （DATS ｝，　which 　has　been　developed 丘 om 　analysis 　of 　the

lessons　of 　the　l995　Hanshi−Awaji 　earthquake 　disaster　in　order 　to　support 　a　work 　involved　in　building　damage
assessment 　fbr　issuing　Vic血 1　Ce面 ficate，　was 　v 巳  fied　through　an　actual 　operation 　by　disaster　respenders 　at　Ojiya

city 　folloWing　the　2004 　Niigata−ken　Chuetsu　 earthquake ．　As 　a 　result ，　it　was 　 clarified 　that　 a 　high　perferrnance　 of

DATS 　was 　confirmed 　from 重he　respe α s　of 　time　 and 　accuracy ．　On　the　o出er　ha皿d，血e　DATS 　enco しmtered 　some

e 皿 erg 血g　issues，　such 　as　a　daily　training　for　new ［y　appointed 　in＞estigators 　by　turns　causod 　extensive 　load．　Te 　solve

such 　si加 ation，　a　proω type　ofcomputer 　software 　to　achieve 　more 　ef鵞cient　training　system 　was 　also　developed．
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1 ．は じめ に

　 2004年 10月 23 日 土 曜 日の 17時 56分 に 発 生 し た 新 潟 県 中

越地震で は，一
部 の 地域で震 度 7とい う非 常 に強 い 揺 れ を

記 録 して 各地 に大 きな被 害 を もた ら し，2005 年 3月29 日 現

在 で 新潟 県 内の 10市27町 17村 に 災 害救 助法 が適 用 され た．
こ の よ うな大 規模 地 震 災 害か らの 復 興過 程 に お け る 最 重

要 課 題 に 被災者の 生 活 再建が あ る．1995年 の 阪神 ・淡 路

大 震 災 以 降，困 難 な 被 災者 の 自力 再建 を促 す た め に こ れ

まで に様 々 な支 援の あ り方 が議論 され，支援制度 の 充実

を図 る べ く努力 が な され て き た．こ こ で 被災者支援の 理

想的なあ り方は，自力 再建 に取 り組 む意 思 を持 つ ひ と り

ひ と りの 被 災者 に 対 し て ，適切 な時 期 に必 要 な支 援 を行

うこ とで あ る．しか し，支 援制度の 運 用 に お い て ，現実

に は こ の よ う な き め 細 か い 被災者対 応 は 極 め て 不 可 能 に

近 く，我 が 国 で は 便宜上 ，支援対 象者 とその 支援 内容 の

意思 決 定 は 被 災者 の 生 活 基盤 とな る住 家 の 被 災程 度 に基

づ い て 行 わ れ て い る．　 「り災証 明書 」 は そ の 住家の 被 災

程度 を公 に 認 定す る もの で あ り，様 々 な 支援施 策 と連 動

し て 利用 され て きた例 え＋ML2 ）．

1

　表 1 に 新 潟 県 中越 地 震 に お け る り災 証 明 書の 利用 範囲
一

覧
 

を示す．大 きな特徴を以 下に ま と め る．
》　被 災者 生 活 再 建 支 援 法 に 基 づ く支 給 金 に つ い て ，

　　 2004 年4月 1 日か らの 制 度拡 充に よ り，被 災程度 と し

　 　 て 「大規 模 半壊 」 が新 た 設 け られ ，適 用範 囲 がそ の

　　 大規模 半壊 世帯 まで 広 げ られ た．また，支 給限度 額

　　 が 最 高100万 円 か ら300万 円 に 引 き 上 げ られ ，さ ら に ，
　　 新潟 県 に よ る制度枠拡大 に よ り，半壊 世帯 に も対 象

　　 が広 げ られ た
3 ）．

》　義援金 の 分配額が 1995年阪神 ・
淡路大震災や 2000年

　　 鳥取県 西 部地 震で は 全壊世 帯で 10万 円程度で あ っ た

　　 の に 対 して 200万 円程度 と よ り高 額 に な り，一
部 損

　　 壊 世帯 まで を分 配 対象 と した
3）．

’

　 こ の よ うに 全 体的 に新潟県中越地 震 で は ，被災者 の 生

活 再 建 に 関わ る 支援施 策が 拡 充 され ，か っ 細 分 化 され て

い た こ とが 分 か る，
　
一

方，被 害認 定業 務 を行 う立 場 で あ る 自治 体 に とっ て

は，それ らの 施 策 の 多 くが 「り災証 明 書 」 と連 動 して い

た こ とに よ り業務 の 重 要 性 が増大 し，こ れ ま で 以 上 の 重

責を 担わ なけれ ばな らない 状況 で あ っ た と捉 える こ と が
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表 1　 新 潟 県 中越地 震に お け る り災証明書の 利 用 範囲
．

新潟 県　　 震災日義
　金

一
部損壊 以上

被災者 生活再建支援金

制
半壊以上

住宅 応、　 理 以 上

災害 　
一
　 金の　し付 け で 　める被害以上

の　免 住宅の 　 　程 　の 日ロに よる

市民 税・町民税 ・県民税

の
鹽 半壊以上の 場合 や家屋、家財の 損害程 度の 割

合による（自治　 により　　 は　む る

固定 資産税 の減免

一　 　　以上 　るい は
鹽
　 以上 の 場含や土

地，家屋の損害程 度の割合による〔自治体によ
し　 件 は異なる）

の　去 ・処分 以上

被災 家屋の解体 川 口町独 自の　 　で 　　以上の 　合に適

行政機
関に よ

る支援

応急仮設住 宅

住宅応急修理制 度を受けていない半壊 以上の

場合や．大規模半壊 以上の場合に適用 （自治

体に より　　は　冨る）

保 　　の
L

半　以上

国民 健康保険料の減免
　　以上の

■
合 や　屋．家財の　 囗程 又の割

合に よる

国民 年金 保険料の 免除

一
。 壊 以上 （小千舗 ．十 日肺 などは保

険料の 納付が 困難な被災者に適用 し、り災証
　　とは　　　動 しな い）

国民健　保険 老人保健

　　 　の
一部　担金の

半壊以上
医

医　 　助　制度の
一部

担 金の減免
半壊以上

介護保険料の 減免
半　以上 の場合や家屋，家財の 　ロ程 度の 割
合による（自治 　により　 件は異 なる）

介 護保険サービス 利 用料

の減 免

半壊以 上 の場 合や家屋，家財の 一囗程 度の 割

合による〔自治 　1
一
よリ　 牛は　なる）

住 　再　 　 　の ための 利

子補 　制
一部損壊以上

私 立学 父の　 　 ，入
　の減免

各種学校による基準
行 政以

外の 機
関 によ

闇 K放送受信料の 免 除
NHK による　 ラ

・半　．半焼または　上
闇
水以上

る支援
災害金融公 庫

住 　金融 公庫 による　準・
新築または購入の 場合；5割以上 の被害
・住宅補修の 場合 ；り災証 明書が必要

で き る．こ の よ うな状況 下 に あ っ て 4章 で 指 摘す る よ うに，
各 自治 体 で は被 害認 定 の た め の 調 査 マ ニ ュ ア ル と して 内

閣府
4 ｝

に よ り作 成 され た 「災害 に 係 わ る 住家の 被害認 定

基準運 用指針 （以 下，被害認 定運 用 指針） 」 を 用 い よ う

と し た が，建 物 の 専 門家 で は ない 自治 体 の 職 員 で は 早 急

に理解 で きな い とい っ た状況 が発生 し，多くの 困難 を抱

えな が らそ れ ぞ れ 独 自の 方 法 で こ の 業務を 遂 行 し て い っ

た ，
　著者 ら

5）・6｝・7）’s）’9）
は こ れ ま で に 速 や か な被 災 者 の す ま

い ・生 活 の 再建 に貢 献 す る こ とを 目的 と して，そ の 第 1ス

テ ッ プ と して 位 置づ け る こ と が で き る 「り 災証 明 書」 発

行の た め の 被害認定調査 に 着 目 し，阪神 ・淡路大震災の

教訓 を 基 に，り 災証 明 書発 行 の た め の 効 率 的な 被 害認 定

調 査プ ロ セ ス を提 案 し．そ れ を運 用 す るた めの 訓 練 シ ス

テ ム とし て ，Damage 　Assessment 　Training　System （被害認

定 調 査 ・訓 練 シ ス テ ム ，以 下，DATS と呼 ぶ） の 開発 を

行 っ て き た．本 研 究 で は ，こ の DATS を，2004年 新潟 県

中越地 震時 に小 千谷 市にお け る り災証 明 書発 行 業 務支援

活 動 と して 適用 し，実 務面か らの 有効 性 の 検証 を行 う．

2 ．DATS の 開発 プ ロ セ ス

　著者 ら
6）
は ，自治体が 主体 と な っ て 実施す る 災 害対 応

の た め の 調 査 の 効 率化 を 目的 と して ，自治 体 に よ る建物

被 害 調 査 の 目的 と各 目的 に お け る 判 定時 間，判 定 精 度 と

の 関係 を明 らか に し た．さ らに 大規模地 震災害時 に 不 足

する と想定 され る 限 られ た 人的資源の 有効な活 用 を 目的

と し て，図 1 に 示 す よ うな調 査 目的 の 時 間 フ ェ
ーズ と調

査 対象 建 物 をマ トリク ス と し た枠組 み を構 築 し て DATS
の 設 計を行 っ て い る

9〕．
　
一

方，調査 をされ る被災者 の 倶1」か ら建物 被害調 査 との

関係 性 をみ る と ， 表 2 に示す よ うに被 災者 の 生活 基 盤 と

臆

図 1　 DATSの 枠組み （文 献 9か ら一部 修 正 の 上、再掲 ）

表 2　被災者の 情報ニ ーズ と建物被害調査 の 関係

　　 　 　　 　　 （文 献 フ よ り再掲 ）

被災 者の 情報ニ ーズ 情報源 となる建物被害調査 実 施主体 理 想実 施時期

安 全性 に 関す る情報 応急 危 険度 判 定
ゆ 行政 1週 間 まで

被害程度，支援内容
に 関する情報

被害 認 定調 査 行政

補修の 可否に 関する
技術的な情報

言
・．．ロ ，　 ・斈　 区

1　 軍1｝　　　　　 一 行政 、民 間 1ヶ 月 まで

解体，補修に 必要な
費用 に　す る　報

補修計画策定の ための 詳細
調査

民間

な る住ま い の 再建過程に お い て 必 要 と され る4種の 情報ニ

ーズ に対 し て ，建物被害調 査は重 要 な役割 を担 っ て い る

と考 え る こ とが で き るη．

　こ の よ うに 調 査 を実 施 す る 側 に とっ て は，複 数 の 調 査

目的の もと に 様 々 な主 体に よ り調 査 が 実施 され る 必 要 が

あ る が，類似 し た 調 査 の 実施は 非効率で あ るだ け で は な

く，調 査 を され る側 に と っ て は，同 じ被 災建 物 に 関す る

評価 の 間で 矛 盾 が発 生 す る と，調 査 に 対す る 信 頼性 が損

な われ 混乱 の 要 因 とな る．
　著者ら

6）
は，こ の よ うな矛 盾 が 発 生 す る要所 を検討す

るた め に，大規 模 地 震 災 害時 にお い て 実施 され る調査 目

的 と調査 項 目 の 関係 に つ い て 分析 を行 い ，各 被害調 査 に

共 通 する調 査項 目 と固 有な項 目を 明 らか に した ．さらに ，
鳥取 県 西部地 震に お け る液状 化 被害を事例 と して ，1）応

急危険度判 定お よ び 2）被害認 定調 査 ，3）民 間 企 業に よ る

住 宅 復 1日の た め の 調 査 の それ ぞ れ の 方法 と結果 を比較 し，
建 物 被 害形 態 と補 修 費用 の 関係 の 分析 結 果 か ら．被災 者

の 情 報 ニ
ーズ の 変 遷 を考 慮 して，住宅 被 害を複数 の 調 査

目 的 に 応 じ て
一

元 的 か っ
一

貫 して 評 価 す る た め の 調査 全

体の プ ロ セ ス の 提 案を行 っ た
D．

　こ の 調 査 全 体 の プ ロ セ ス に お け る大 きな 課題 と し て
，

建 物 の 専 門的 知識 を持 たな い
一

般 の 自治 体職 員 （以 下．
非専門家 と称す ）が 調 査 の 主体 とな る 「り災証 明 書」 発

行の た め の 被害認 定調 査 は，調 査 の 迅 速性 と公 正 性の 両

方 が 確 保 され る必 要 が あ り，著者 ら
i｝’9）P）は こ の 被 害認 定

調 査 を支 援 す るた め の シ ス テ ム と して DATS を設 計 し，
調 査 方 法 や，訓 練 手 法 とそ の 効果 お よび 調 査 ツ

ー
ル の 開

発に 関す る検討を行 っ て きた．
　本研 究 で は ，上 記 の 過 程 を 経 て 開発 され た DATS を 実

際 の 災 害 対応 場 面 に適 用す る こ とに よ り，そ の 効 果 を検

証 し，り災証 明 書 発行 に お ける 運 用 上 の 課 題抽 出 を行 う．

3 ，小千谷市へ のDATS の適用

（1） 小 千 谷市 の 状 況

　小 千 谷 市地域防災計画 で は，日常業務で 土 地 や家屋 の

評価 を行 っ て い る 税務課が被害認 定調査 お よび り災証 明

2
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表 3　 業 務支援機関と支援内 容
機関名 内容

富士 常葉大 学
り災証 明発 行調査 に関する技術 支援，生
活再建支援に 関するアドバイス 提供

京都大学防災研究所
支 援に関する総合 調整 ，G【Sシステ 厶 の

構 築支援、り災証 明発 行業務支援
防災 科学技術研 究所 地霞 防

災フロンティア研究センター
被害認 定調査 ・訓 練シ ステ厶の提 供 ，り
災 証明発 行業 務支 援

長岡 造形大 学 GlSシステム の 構築 支援

ESRI ジヤ パン

GlSシステム の構 築支援 、　PDA を用い た被

害 調査結 果入 力システム の 構築 ，GlS シ

ス テムの 提供
（株 ｝ニ コ ン ・トリンブ ル GPS ・PDAシス テムの 提供 （10 台｝

京都科学 家 屋傾斜 測定 装置 （SEK）の提 供

日本 lBM
コ ンピュ

ー
タ
ー

の提供 （ノ
ー

トパ ソ コ ン 13

台 サーバ ー2台）

鷭 齋 隅
鰤

雛鮮騰 礫 ・軅 ・

（株 〉ナカノア イシス テム GISシ ステ ム の 構築支援、データ整備支援

書 発 行 の 担 当 と し て 定 め られ て い た．税 務 課 で は被 害認

定 調 査 の 方針 と し て ，被害を確認 せ ず に り災証 明書 を発

行 す る わ けに はい か ない とい う立 場 か ら，市 内約 1 万 5
千棟の 建 物 の 悉 皆調査 を決 定 した．こ の 膨大 な数 の 調査

を 約 3 週 間 と い う短 期 間で 迅 速 に か っ 公 正 に実 施 す るに

あた り，1）建物 の 専 門家で は ない 税務 課 職員で は 壊れ た

建 物 を 評価で き な い ，2）調 査 員 の 絶対 数 が 不足 し て い る ，
3）外 部 か ら動員 され る応 援 調査 員 は 保 育士 や 県 職 員 な ど

の 非専門家，4）内閣府
4＞に よ る被害認 定運 用指 針 は非 専

門家で は早 急 に 理 解 で きな い ，5）調 査 員 の 事前 訓 練 シ ス

テ ム が ない，6）大量の デ
ー

タを短期 間 に集計 し処 理す る

た めの 仕組 み が な い ，7）り災証 明 書 の 受 け取 りに 住民 の

殺 到 が 予 想され る 中，どの よ うに発行 してい くか ノ ウハ

ウが ない とい っ た 状 況 が発 生 した．こ の よ うな状況 下 で ，

小千 谷 市は 10月 280 よ り表 3 に示 す各種機 関 か ら被害

認 定業 務 総合 支 援シ ス テ ム に よ る 支援 を受 け て，建 物被

害調 査 か ら り災証 明書 発 行 ま で の 業務 を行 っ た．表 3 に

示 す 支 援内容は 大 き く，1｝被害調 査 の 精度 を 高め，被害

調 査 員 の 育 成 を支 援 す るシ ス テ ム ，2）データベ ース 作成

の 効 率 化 を 支援す る シ ス テ ム，3）市民 に 対 す る り災 証 明

発行 業 務 を支援 す る シ ス テ ム ，の 3 つ か ら構 成 され て い

る．本研 究で はDATS に相当す る上 記 1）に焦 点 を絞 っ て

検証 を行 い ，2）お よび 3）の 内容 と効 果 の 詳 細 に っ い て は，
稿を改め て 論 じ るこ と と した い ．

（2） DATSに よ る支援内容

　 小 千谷 市 で 実 践 され た DATS の 主 な特徴 を以 下 に示 す．
a）被 災 者 の 納得を得 るため の 調査 プ ロ セス の 実践

　簡 便 で 迅 速か つ 公 正 な調 査 シ ス テ ム と し て 箸 者 ら
5｝
の

研 究 グル ープ に よ り提 案 され た調 査 プ ロ セ ス が採 用 され

た。こ の 調 査 プ ロ セ ス は 2段 階で 構 成 され，一次 調 査（2｝
は

外観 目視で 被災度 を判定で きる 方法に よ っ て 迅 速 に 調 査

を 行 い ，結 果 に 不満 が あれ ば 内 閣府 に よ る被 害認 定 運 用

指針 に従 っ て 建 物 内部 を含 めた詳 細 調査 が実 施 され た．
b） 外観 目視 用 の 調査 票 の 提 供

　木造建 物を対象 と し た外観 目視調査 で は ，これ まで の

研 究成 果
s）’9｝

を も と に 開発 され た 図 2 に 示 す調 査 票 が 使 用

され た．こ の 調 査 票 は 訓練 され た職 員 が専 門 家 と変 わ ら

な い 判 定結 果 を内 閣府 の 指 針 に 沿 っ て 導 きだせ る よ うに ，
調査基 準を視覚的 に 理 解す る た め の 被災度判定チ ャ

ー
ト

と，判 定 の 視 点 を統
一

し，手 順 を標 準 化す るた め の 判 定

フ ロ
ー，お よび 客観的 な判定 を行 うた め に判定根 拠 が数

値化 され たチ ＝ッ ク シ
ー

トの 3 要 素で 構成 され て い る
（3｝．

住 家被 害調査票 （木造・プレハ ブ用）

住 家所 在地 町名

所 有 者 家屋現況図 調 査 日 年 　 　 月　 　 日

居 住 者 なし

逗絡先など なし

蜩査員氏名

特記事 項

（気付いたこ

　となど）

　 　 　 　 平成 15 年 10 月29 日更新

整理番号 ［ ＝＝＝コ

被災度判定チャ
ー

ト（判 定基準 〉

綴灘 獺 飄 　偽　 鳴軸 ．［璽 一
r禦 蠶 　　　・・

−m・・・… 糊 督na 謬耽
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ま まm ／ほeお　 　

ttl 襯 醐 筆　 鰍 齋
　
一
郎 麟

　　
単轂 ＿i甄 藷 ．

　　　　囃吟犠敵

將瞹爵傑 a

讎乱．堕醂囎・協  解乱．晒
7
能 尼し．頻蝨聴
蠅 仙，

  鴨
群 も「」・謹働 鞨腫廻呼嫁や曠リコ
が 恐黶 ．

橘匿一脳寇雛摩8跡
異ら樋
驫 腿  」 黼鰰」圷異ゆ匚祕
恥 鵬 隠

あ緇胸濫祕  誰軋

o里榔 鬘
臘q酬ス齢 鷆 ▼o紲の欄 盈
0   塑勸醸苦簡鵝ホリx 邑し丶 蠱 鬣
Q 囓職 憂
1勘醗蹴ホリ歯薯し、餓も霞  麕 獵 靈 靂 廬 総

0飆盤鰡繍 舳に匯琶婁濾徽働，昏 龝 靂
o  髯
萬變舮漱 ．陥 溌や溜 τが晃られ駆

’
瞬

判 定チ ェッ クシート（チ ャ
ートで判 断で きない 場 合に使 用）

図 2　 小 干 谷 市 の 被害 認 定調査 に 使用 された 調査 票
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図 3　 DATSに よ る業務支 援 活動 の 流れ と

被害認定調査 に 動員され た 調査 員数の 推移

C）効率的に 学習で きる訓 練環境の 構築

　訓 練 で は被 害認 定 に 関す る基 本 的 知識 を身 に っ け る た

め の 講習 と，限 られ た時 間内 に 判定ポ イ ン トを学習す る

た め に 阪 神 ・淡路大震災時に 撮影 され た 豊 富 な被 害 写真

を用 い た 演習，お よび 現 地 にて 実 際 の 被 災建 物 を対 象 と

した 実習 が行 われ た．毎 日の 調 査 終 了 後 に は 調 査員 の 個

別 質問 に 対応 して 調査 に 対する 理 解を深 め る と と も に，
質問 内容 を 整 理 して ，留 意事項 と し て 調 査 員 に 配 布 した ．
ま た，調 査 結果 につ い て 調 査 時 に撮 影 した写 真 と調 査 票

を も とに評価 を行 い ，調 査 員 の 判 断 軸 の ズ レ を修 正 して

判 定精度 を確 保 した．

（3） DATSの実施プロ セ ス の 詳細

a） 全体 の 流 れ

　DATS に よ る業務支援活 動 の 主 な 流れ を 図 3 に示 す．
また，同図 に は 調査 を実施 した人 員数の 推移 を併せ て 示

す，小 千谷 市で は地 震発 生 後 6 日 目に あた る 10月 28 日

よ りDATS に よる
一

次調査 と し て 外観 目視調 査 を 開始 し

た ，同 図 に は 応 急 危 険度 判 定
】2）

の 調 査 員 数 の 推 移 を あ わ

せ て 示 して い るが，開始 当初 は応 急 危 険 度判 定 の ピーク

と重 な っ て い た．応 急 危険 度判定が 落ち着 き始め た 11A
30 よ り県 内外 か らの 応援職 員 の 動 員 体 制 が整 い ，ll 月

15 目まで の 19 日 間で 延 べ 694 人 の 調 査 員 を動員 して 住

家，非住家を含め て 15，975 棟の 判定 を終了 した ．そ の 後

11 月 20 日ま で に調査 結 果の GJSデータベ ース 化 を行 い ，
11 月 21 日 よ り 「り災証 明 書」 を発 行 した ．ま た，同 日

か ら判 定結 果 に納得 され ない 被災者 に 対す る再 調査 の 受

付 を開始 し た．再調査 は 11 月 25 日か ら木造建物，非木

造建 物 と もに 内 閣府
4）の 被 害 認 定 運 用 指 針 を用 い た調 査

を 実 施 した ．そ の 再 調 査 へ の 対応 の た め ，ll 月 23 日に

調 査 員 に対 して訓 練 を行 っ た．
b）訓 練 内容

　22名 の 小 千谷 市税務課職員 を対 象 と した 初 目の 訓練プ

ロ グ ラム を表 4 に示す ．訓練 は 同 時 期 に 小 千 谷市 の 災 害

対応 業務支援 に 入 っ て い た神戸市職員 と協力 し て 実施 し，
1）講 義，2｝演 習，3）実 習，4）評価，の 流れ で 行 っ た．具 体

的 に は，まず 午前 中に 内 閣府
4）

の 被害認 定運 用指針の 考

え 方 に っ い て，神 戸 市 職 員 に よ る説 明 の 後 ，
DATS の 概

要説 明 の 中で ，応 急 危 険度判定 との 違い や，り災証明書

の 利 用 目的，阪神 ・淡 路大 震 災 にお け る課 題 に つ い て 説

明 を 行 っ た．次 に DATS に よ る調 査 票 の 使 用方 法 や 判 定

手 順 を学 習 す る た めに，阪神 ・
淡路 大 震 災 時 に撮影 され

た 写真 を用 い て調 査の 模擬i訓練 を行 っ た．午後 か らは，
小 千 谷 市役 所周 辺 の 実 被害建 物 7 棟 に っ い．て 実 地 訓練 を

行い ，そ の 後，4 人 1 組 で 計 5 組 の 調 査班 を編 成 し，そ

れ ぞ れ 10棟程度の 調 査を実施 した ．夕方か ら，調 査班 ご

とに ヒ ア リン グ を行 い ，調 査員 が 抱 え る疑 問 点 の 洗 い 出

し と判定に 関す る 統
一

事項を定め た．翌 日か らは 2 人 1

組 の 体 制 とな り本 格 的 な調 査 を開始 した．また，10 月 30

日 に 小 千谷市の 保育士 を中心 と した職員 9 名が動員され，
同様 の 訓練 を行 っ た．こ の 小 千谷 市 の

一
般 職 員 らは主 に

木造 家屋 の 調 査 を担 当 し，非木造 建物 にっ い て は新潟 県

を 通 し て 派 遣要請 を 受 け た 県 内外 か らの 応 援職 員 の 力 を

得 て 調 査 を行 っ た．

表 4 　訓 練 プロ グラ 厶 （2004年 10月 28日）

時間 訓練 内容

9 ：30〜10：30 内閣府による被害認定運 用指 針の基本的考 え方

（神戸市職員に よる説明）

10 ：3D〜11 ：00DATS の 概要説明
・応急危 険度判 定と被害認 定調 査 の 違い

・り災 証明書と生活再建支援との 関わり

・阪神 ・淡 路大震災 における課 題

11 ：00〜12 ：00 ・
調査票 の使用方法
・
判定の 手順
・
阪神

・
淡路大震災時の 写真を用い た演習

13 ：00酎14 ：30 実際の 被害建物を対象とした集団 訓練

15：00〜16 ：00 小グル
ープ（4人’1紬 に よる現地実習

17 ：0D〜20 ：DG フォロ
ー

アップ（実際の 判定に おける問題整理の

ための判定相談 ）

4 ，DATSの 適用性評価

（D 自治 体へ の ヒ ア リン グ調 査の 実施

　DATS の 効果を 検証 す る た め に，小 千谷 市以外 の 自治

体 にお け る認 定業務の 実施プ ロ セ ス を ヒ ア リン グ に よ り

明 らか に して 比 較 を行 っ た．比較対 象は 5 名以上 の 死者

が 発 生 し大 き な 被害 を 受 けた 長 岡 市，十 目町 市，川 口 町

と した．ヒ ア リン グは被害認 定 の 調 査 業務 に携 わ っ た 自

治体職員 に 対 して ，2005年 3 月 15 日に 長 岡市，3 月 16

日に 十 日町 市 お よび 川 口 町 に対 して 実施 した．ヒ ア リ ン

グ 項 目は 全 体の 流れ ，実施 体 制，調 査 対象，基 準，方 法，
調 査 票 の 内容，結 果 の 集 計方 法，集 計 単位，使 用 地図 の

種 類 ，住 民 へ の 対 応 ，り 災 証 明 書の 発 行 時期，発行 部局，
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発 行 方法，利 用 範 囲，再 調 査 の 受 付 期 間，件 数，判 定 が

難 し い 建 物の 有無 ，応急 危険度判 定 と の 関係 で あ る．

（2）自治 体に よ リ異な っ た被害認 定過 程

　 ヒ ア リン グ調 査 か ら得 られ た各 自治 体 の 実 施 プ ロ セ ス

を 表 5 に ま と め る ．表 5 に は 比 較の た め，小 千谷 市の 実

施 プ ロ セ ス を併せ て 記載 して い る．

　全 体の 流れ に っ い て，長 岡市 と川 口 町 で は，1）
一

次調

査   と し て 悉 皆 調 査 を
一

通 り行 っ た後 に，2）り災 証 明 書

を発行 し，被災者 が結果 に 対 し て 納得 され ない 場 合 は，
3）再調 査 を行 う，とい っ た流 れ で あ っ た．十 日町 市 の 場

合 は 比 較的被害が少な か っ た た め，自己 申告で 半壊以 上

の 申請 が あれ ば調 査 を実施 す る とい う方式 を採 用 し，一

部損壊 に っ い て は 申告内容 と写真か ら被害確認 を行 っ て

証 明書 を発行 し た．調査 方 法 につ い て ，各 自治体 とも に

一
次調査 か ら内部 立 ち入 り調 査 を基本 と した が ，長 岡市

で は住 民 と連 絡 が取 れ ない ケース が 多 く，そ の 場 合 は 外

観 の み の 調査 と した．

　
一

次 調 査 にっ い て，調 査 主 体 は 税関係 の 部署や 総務課，
生活 福祉課 で あ っ た．た だ し，川 口 町 は 調 査 業務 を 全 面

的 に建 築 組 合 に 委託 して 判 定 を行 っ た．各 自治 体 とも膨

大 な調 査 量 に 対 し て 内 部 リ ソ
ー

ス が 不 足 し，新潟 県 に 業

務応援 を要請 し て い る．しか し，当初，応 急 危 険 度判 定

実施 の 影 響に よ り 十 目町 市や川 口町 で は す ぐ に 応 援 を得

るこ とが で き ず協定都市に応援 を要 請 した．調 査票 は表

5 に 示 すよ うに 自治体間で 異な っ た もの が 用い られ た．
　再 調 査に つ い て ，十 日町 市 は 申告 ベ ース で あ っ た た め．
調査終 了後に り 災証明書を郵送 し，随時，再 調 査を受 け

付 け る方式 を とっ て い た．そ の 他 の 自治体 で は ll月 下旬

か ら受 け付け を 開始 した．調 査 方法 は
一

次調 査 と 同 じで

あ っ た ．県 内 外 か らの 応援 は，調 査 が落 ち着 い た 十 目町

市 で は 必 要 と し な くな っ た が，他 の 自治体で は 県に 応援

を要 請 して 再調 査 を行 っ た．再 調 査 で は ， 住 民 の 納 得 を

得 る こ と が 重 要 で あ り，多くの 自治 体 で は 住 民 に 対 して

住宅 の 状況 を詳細 に 説 明 で きる よ うに 専門家の 動員体制

を築 い て い た，

（3） DATSの 実践 的効 果 検証

a ）評価 指標の 設 定

　DATS に よ る効 果 の 検証 にあ た り ， 調査 の 迅 速 性 と正

確 性 を 指標 化 して 評 価 を 行 っ た ．本研 究で は，著者 ら
9｝

に よ り定 義 され た指 標 と して，迅 速 性 は調 査 効 率 を，正

確性 は 再 調 査発 生 率 を 採用 し た．調 査効 率 とは ，】組 の

調査班 が 1 日あ た りに実施 した 調 査棟数 の こ とを指 し．
再調 査 発生 率 は 調 査 実 施 建物 数 に 対 す る再 調 査発 生数の

比 として 求め られ る．
b）調査全体の 迅速性の 比較

　 図 4 に各 自治体 の 調 査 効率 を比 較 した結 果 を示す ．小

千谷 市は，外観 目視調 査 と再調 査 に 分類 し，そ の 他 は，
再調 査 の 方 法 が

一
次 調 査 と同 じで あ っ た た め 区別せ ず に

グラ フ 化 して い る ．木造，非木造 に つ い て は 各自治体の

資料 か ら明 確 に 区分 す るこ とが で きな か っ たた め 区別 し

て い な い ．小 千谷市の 外観 目視調査 の 調査 効率 は，59．1
棟 で あ り，再調 査 は 8．1 棟 で あ っ た ．DATS の 設計 目標 値
9）はそ れ ぞれ 60棟 と 10棟で あ り，非 木造 の 調査 の 影響が

含ま れ て い る こ と を 考慮すれ ば ，ほ ぼ設 計 目標 を 満 足す

る結 果 を得 る こ とがで きた．小千 谷 市 と同 じ く内 閣府 に

よる被害認 定運 用指針 を用 い て 最 初 か ら建 物 内部 の 調 査

を 行 っ た十 日 町 市 の 調 査効率は 4，1 棟，内 閣府 の 指針 を

簡 略化 した長 岡市，川 口 町は それ ぞれ 22．9棟 と 27．3棟 と

な っ た
（4）．こ れ よ り，長 岡 市 と川 口 町 は 建 物 内部を 含 め

た 調 査 を 当初 よ り実施 した が，内 閣府 に よる指 針 を簡 略

化す る こ とに よ り，迅 速 性 が飛 躍 的 に 向上 され て い た と

分析され る．

表 5　被害認 定プ ロ セ ス に関 す る ヒ ア リン グ結 果
町 小 千谷 市 長岡市 十 日町 川ロ 町

悉皆調 査 悉皆調査 申言して きた世 帯 悉皆調査

調査対象建 物数
住 家 ，非住 家 を含 めて

　 　 15，975
住 家 ，非住 家を含め て

　 　 79439
住 家，非 住家を含め て

　　 約2．500棟
住家，非住 家を含め て

　　 約3．000 棟
延べ

’
1578人 6930人 ・1、200人 、・220人

間 10／28− 11／15 10／24〜11／23 11／1〜12／末 11／1〜11／20

主体
税 務課 主体．
　 部課 の 応　あり． 資産税 課

調査 は資産税 課．人 員の

調整などを総 　課 が担当

生活 安定班 （生活福祉課主

体，　 築士組合 に 業　 委託）

調査 体 制
県内外か

らの 支 援

11／2か ら県を通 して 県内外

の 職 員による応援．1日最

高 で30人の 動員体制．

11／11から動員．1日最 高で

150人の 動員体制．

葛飾区 など県外か らの 応援
が主体．途 中から県を通 し

た応援が得られるように

なっ た．

埼玉 県川 口 市から延べ 50人
程度の 応 援あり．

専門家の

有無

兵 庫県神戸市，
防災研 究機関

なし
一

級建　 士 1名 （市職 員），
他県か らの 有

’
格 職

兵庫県尼 崎市，
民間建築 　係業者一

次

調査
調査方法 外 観 目視調査

基本 は内部立ち入り調査．
住民 と連絡が取れな い 場合
は 外観 目視調査．

内部 立ち 入 り調査 内 部立 ち 入り調査

稠 査票

木 造家屋 は内閣 府 の運 用

指 針に 準じ、一般職員に よ

る実施を考慮した調査 票を

使 用．非 木造 家屋は 内閣
府の運 用 指針を使用 ．

2003 　 呂　 県　 卩

震時 の 宮城県矢本町
樹

の

事例 を参考に して ，訓亅月中

旬か ら内閣 府の運 用 指針

を元 に簡 便な調査票を作 成

内閣府の 運用 指針を使用 ．
外 観 目視 によ る調査 項 目を
主 体 とし，内 壁の 被害が外

壁よりも卓越した場合に、
内壁を外壁と置き換 えて 損

害割 合を算定．

内 閣府 の 運 用 指針 を参 照 し

た が実情に合わな いと判断

し、兵庫県尼 崎市が 作成した

調査票をもとに 大規模半壊
の 判定 等を加えて 使用 ．

調 単 ・ 原 Il一棟単位 原 則
一

棟単位 原 明
一

棟単 位 原 唖
一
樔 単 位

受付 期間
11／21−2／10（期 間後も希

望が あれ ば随時受付）
H ／27〜 一1月末 （随時受付〉

11／20〜12／4（期 間後 も希 望

　 が あれば随時受付）

主体 税務課 資産税課
調査 は資産税課．人員 の

調整 などを総務課が担 当

　 生活安定 班

（生活福祉課 主体）

再 調査

調査体 制
県 内外か

らの 支援

県を通して 県内の 職 員によ

る応援，
県を通して県内の 職員 によ

る応援． なし

県を通 して 新潟市 の
一

級 建

築士 の 資格 を持つ 職 員に よ

る応　．
専 門家 の

有無
なし

　 術 　13名

（ 職
囗
）

一
級建築± 1名 （市職員）

　　 　
一

級　 　士

（
こ
　　

ロ
　川 ロ 　　

ロ
）

躙　　
辱

内部立 ち入り
昌

査
一

次
‘

査と同じ
一

次調査 と同じ
一

次調査と同じ
調 　票 内　 ・の 運 用 旨針

一
次調査 と同じ 一

次調査 と同じ 一
次調査 と同じ

再調

（再調 査率）

3，501件
（22．5％）

約5，700件
（7．196＞

約 400件
（15％）

約 お 0件
（53％）
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6050403020100

外観 目視 調査

58J 一一一
靆繃 i驪 灘 熊

一一一一

一一一一一一一
顯黼 騰 る　・、 内閣府 こよる

靉縛籬薙飆 指蠍 指針を簡略化一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
一 一

2フ．3一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
22．9

闇■一一一一一一一一一一 一一
（再 調 査 ）

一一8，」一一一一一一一一、 一一
4，2

嫌 iまミ蓬
・ii遷iii竃・

一

小千谷 市　 十 日 町市 　長 岡市 　川ロ 町

図 4 　調 査 の 迅 速性 （調査効率 ） の 比較

c） 外観 目視調査 の 正 確 性の 比較

　前 掲 の 表 5 に 再 調査 件 数 と再 調 査 率 （再 調 査発 生 数 ！調

査 実施 建 物 数） を示 して い る が，内閣府 の 被害認 定 運 用

指針 を用 い た小 千谷 市 と十 口町市 の 再 調査 率 が それ ぞ れ

225％，15．0％ と高 い ．十 日町 市の 場合は 半壊以 上 の 申請

が あ っ た 世 帯 を調 査 の 対 象 と した影 響 が考 え られ るが ，

そ の 他 の 要 因 を明 らか に す る た め に，調査 票 の 内容分 析

を行 っ た．そ の 結果 と して，被害認 定 運用 指 針 に よ る判

定 は t そ の 指針 を簡 略化 した 方法 を採 用 し，再調 査 率 が

そ れ ぞれ 7．1％ と 5．3％ で あ っ た長 岡市，川 口 町 よ りも判

定 が厳 しくな る傾 向 が強 い こ とが指摘 され る．内 閣府の

被害評価の 考え方 と し て，部位 に よ る判定を行 う場 合，
壁 な どの 調査項 目ご とに損傷率を算定 して，調査項 目 ご

と に 設 け ら れ た 構 成比 を 乗 じて 損 害 割 合 を求 め る，こ の

時，損傷率 は損 傷面積率 と損傷程度 を掛け合わせ て 求 め

ら れ る が，被害認 定運 用 指 針 を 簡 略 化 し た 方 法 で は，こ

の 損 傷面 積率 の 考 え方 が ない ．こ の 違 い が 自治体聞の 判

定 に 差 を 生 じ させ る 要 因 の
一

っ と な っ た と考 え ら れ る．
再 調 査 は判 定結果 と被 災者 が 持 つ 被 害 に対す る認識 との

ギ ャ ッ プ に よ り発 生 す る もの で あ り，よ り厳 しい 判 定 を

与 えた被害認 定運 用指針に よ る判定は，そ の ギ ャ ッ プ が

大 き くな り再 調 査率 が 高 くな っ た と分 析 され る．ま た，
自治体間で 調査方 法 が 異な っ た影響 に よ り，住民 の 間に

小 千 谷 市は 判 定が 厳 しい との 風 評 が 発 生 し た こ と も小 千

谷 市 の 再調 査率 が 高 く な っ た 原 因 と考 え られ る．
d＞外 観 目視 調 査 と再 調査 の 関係

　外観 目視 調 査 の 正 確性 は 自治 体に よ っ て 調 査 方 法 が 異

な っ た 影響 に よ り，再 調 査率 を用 い て 適 切 に評 価 す る こ

とがで き な か っ た．そ こ で ，正 確性 を 検証 す る た め に ，
外観 目視調 査 に よ る判 定結果 が，再調 査 に よ りどの よ う

に 変 わ っ た か につ い て 分析 を行 っ た．
　 こ こ で 分析に あ た り，小 千谷 市の 再調 査 率 が 高 くな っ

た別 の 要 因 と して 積 雪時 に発 生 した 余震 に よる 被害拡 大

を 考 え る 必 要 があ る．っ ま り，新潟県中越地 震 の 特徴の

一
っ と し て 長 く続 い た 余 震 が あ り，小 千谷 市 で は震 度 3

の 余震が 12月 に 3 回，1月 に 1回 発 生 して い る
14）’ls ｝．原

則 と して ， 積 雪 に よ る被害 拡 大 〔5｝は，避 難勧告 地 域 を除

く地域で は 被害認 定 の 対 象 と な ら ない ．しか し，積 雪 に

よる被害 拡 大 な の か，余震 に よる もの か 明確 な判 断 基 準

は な く，積雪時期 に 入 っ て か ら被害が 拡大 し た と の 連絡

が 多数 の 住 民 か ら寄 せ られ た．こ れ に対応 す るた め，小

千谷 市で は 2GO5年 1月 25 日付けの 市報 を通 して ，一
度

判 定 が 確 定 し た住宅 で あ っ て も，被 害 が拡 大 し判 定結 果

に納得 が い か な い 場 合に は再調 査を 受 け付 け る こ とに し

た．図 5 に り 災証明書発行窓 口 の 受理 件数 と再調査 申し

込 み 率を 1 週 間単位で 集計 した 推移 を示す．受 理件数 と

は り災 証明 書発 行件数 と再調査 申 し込 み 件数の 合計数で

あ る．再 調査 申 し込 み 率 は全体 的 に 右 上 が りの 傾 向 にあ

る が，再調査 申込 件数は 減少 傾向に あ る．しか し，1 月

25 日に被害 拡 大 に対 す る再 調査 の 受付 を開 始 した 結果，
ほ ぼ落 ち着い て い た 再調査 の 申請が 増大 した 時期が あっ

た こ とが 明 らか に分 か る．

　 し た が っ て ，外観 目視調査 の 正 確性 を検証する た め に ，
積 雪 の 影 響が 小 さい 時 期 に行 われ た 再 調査 との 関係 性 の

分 析 を 行 っ た ．図 6 に 再調 査 に よ り木 造建 物 の 判 定 が 上

が っ た割 合 の 日別 推 移 を示 す．判 定 が 上 が っ た割 合 の 全

体 平 均 は 50．6％ で あ り，外 観 目視 に よ る調 査 と 再 調 査 に

よる結果 との バ ラ ン ス に は大 きな問 題 は発 生 して い なか

っ た と考 え る こ とがで き る．また， 2 ラ ン ク以 上 判定 が

上 が っ た割合 の 平均 は 8．4％ で あ っ た．結果 が 2 ラ ン ク以

上変 わ っ た ケース の 多 くは 建 物基 礎 に 被害が発 生 した 場

合で ，建物全体に被害が 及 ん で い た が ，外 観か らは 明確

に 判断で きな か っ たた め に ，被害 を過小 評価 し た こ とに

よ る もの で あ っ た．

　 6000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 100
　 　 　 　

，。。。

9°

＿ 詳 ：・

　 　 　 　
　 　 　 　 　 60

彝、。。。 ，。 ・
〒　　 　 　 　 　 　 　毋
　 　 　 　 　 40

　
2000

　 　30 膃

　 　 　 　 　 20
　 1000
　 　 　 　 　 10

　 　 0　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　 0

熊麟鱒罵 鞭 鎌 蹕鐸》
図 5 　 り災 証 明 書 発行 窓 ロ の 受理件 数 と再 調査 申 し込み

率の 推移
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再 調査 に よ り判定結果 が上 が っ た 割合 の 推移

e）　 譌 査人 員数 の 削減効 果 に 関する検討

　図 4 の 調 査効 率 と，表 5 の 再 調査発 生率 を も とに，各

自治 体 が採 用 し た調査 方 法 を小 千谷 市 に適 用 した場 合 に

要す る調 査人 員数 につ い て シ ミュ レ ーシ ョ ン に よ り比 較

した．シ ミ ュレ ー
シ ョ ン 条件 と結 果 を表 6 に 示 す．延 べ

調 査人員 数が 最 も少 な い の は川 口 町 の 方法 に よ る場 合で ，
次い で DATS に よる 小 千谷市と長岡市が同 じ程度で あ っ
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た．ま た，調 査 精度 を重視 して，建 物 内 部 の 調 査 を 最 初

か ら実 施 す る場 合 よ り も 大幅に 人員 は 削減 され て お り，2

段 階調 査 の 有効性 が示 され た．

表 6　調 査 人員 に関 す るシ ミュ レ
ーシ ョ ン条件 と結果

調

（棟／組・日 ）
ケ
ー

ス 条件 の 説明 一
次一
査

再調査

再 調査 　必 要 調
発 生率　査 人員

　（％）　 数（人〉

0 小 千 谷 市の 方法 （DATS ） 58．18 ．122 ．51436 〔6｝

1
内閣　 の 目針 による内部被

害調査 を最初か ら行い ，再
　査が発生しない と

8．18 ．1O ．0　 3，944

2 の 　法 による　合 22922971 　 1494
3ll ロ 町の 　　 による

．
合 2732 ア353 　 1232

図 7　 建物被 害調査 全体 の 印象は ？

f）　調査 の 公 正 性に 関する 考察

　小 千 谷 市で は，DATS に よ りまず 全 て の 建物 を外観 か

ら客観的 に 調 査 を 実施 し た ．しか し，外 観 目視 調 査 は ，
建 物 内 部 の 被 害 を外 観 か ら推 定 し て 判 定 す る も の で あ り，
判定に は 必ずエ ラ

ー
が 生 じ る．した が っ て，こ の よ うな

エ ラーに よ り被災 者が再調 査 を申 請 し た場 合 に は ，被災

者の 納得を得 る た め に 時間 をか け た 詳 細調 査を行 う．小

千谷 市 で は，外 観 目視 調 査 を迅 速 か っ 客観 的 に 実施 し た

こ と に よ り，時 間を か けて 対応すべ き被災者に 対 して は

十 分 な 時 間 を費 や す こ とが で き，そ の 結 果，どの 被 災 者

に と っ て も公 正 な 調査 を受け られ る 仕組み を 実際の 災害

対 応 の 中で 示す こ とが で き た と考 え る．

g）　 DATSの 運用に 関する質問紙調査

　調 査 を 実施 し た 小 千谷 市職 員や 新潟 県内外 か らの 応 援

職員に 対 し て DATS の 使用 感 に 関 す る意 見収集 と運 用 に

関 わ る課題 抽 出 を 目的 と した質 問 紙 調 査 を実 施 し た．質

問紙 は 外 観 目視調 査 が 終了 した 11 月 15 日に ，調 査 を 実

施 して い た 36名 の 職 員 （小 千谷 市 税務 課員 20 名 ， 小 千

谷市 の 他 部課 か らの 応 援 職 員 6名 ，県 内外 の 応 援職員 10

名） に 配 布 し て 回 答 を記 入 し て も らい 即 日回 収 した．主

な結 果 を以 下 に ま とめ る．
〉　図 7 ，図 8 よ り，建 物被害調 査 全 体の 印象 に つ い て

　 　 は ，半 数 以 上 は ど ち ら で も な い と 答 え て い る が ，
　　 DATS で使用 され た 調 査票 は8割以上 が使 い や す い と

　 　 感 じて い た．
》　図 9 よ り，調 査 に慣れ る ま で の 時 間は 早 い 場合で 半

　　 日程 度 で あ っ た ．ま た ，7割の 人 が 慣 れ た と感 じ る

　　 まで に3 日程度必要 と した．
〉　 図 10よ り，訓 練 時 間に つ い て ，約 半数 が も っ と長 い

　 　 訓練 を希 望 して い た．
　 これ よ り調 査 手 法 に 関 し て は 高い 評 価が 得 ら れ た が ，
訓 練にっ い て は，よ り充 実 した 内容 を求 め て い た こ とを

把握 す る こ とが で きた．

使い にく

どちらともいえ

　 　 い（3）

とても使いにくい

図 8　 木造 ・プ レハ ブ用 の 調 査 票 の 使 用 感 は ？

　 　 　 　 　 ま だ慣れ ていない（7）
1週閻程 度（2）

4N5 日程 度（

）

日程度 

図 9　 どの くらい で 調 査 に 慣 れ ま したか ？

もっ と短い ほうが

　 よい（3）

ちようどよか っ だ

　 　 （15）

もっ と長い ぼうが

　 よい（17）

図 10　訓 練時 間 は十分 で した か ？

5 ．小 千 谷市に おけ るDATS の 運用 上 の 課題

（1） 非木造建物を対象 と した 訓練 シス テ ム の 整備

　DATS は 図 1 に 示 した よ うに，木造 建 物 の よ うな調 査

対 象数は 多い が 比 較的小 規模 な 建 物 に つ い て は ，非 専門

家 を積 極 的 に 活 用 しt 少 な い 専 門 家は そ の 技術 が必 要 な

建物規模 が 大 きい 非木造建物や判 定が 難 しい 建物 に集 中

させ る よ うに 設 計 され て い る
9）．し た が っ て ，木 造 家 屋

の 場合は ，非専門家に 対す る訓練 を想定 し，非木 造建物

は，内 閣府 の 被 害 認 定運 用 指針 に従 っ て 専 門 家 が調 査 を

進 め る 方 針 と して い た．そ の た め ，新潟県 に 対 し て 専門

的知 識 を 持 つ 応 援職員の 派 遣 要 請 を行 っ た が，す で に 述

べ た よ うに応 急危 険度判 定 と重 な り，新潟 県 は そ の 対 応

に追 われ た た め 調査 開始 当初か ら動 員 す る こ とがで き ず，
そ の 応急危険度判 定が 落ち着い て か ら派遣 され た職員は

全 て 非 専 門家 で あ っ たた め，DATS で は 想 定 し て い な か

っ た 非木造に 対す る 訓 練を 内閣府 の マ ニ ュ ア ル に従 っ て

急遽 実 施 した．訓練 は約 1 時 間の 講 義 と実際 の 被害建 物

を対象 と した 実地 訓 練を約 1 時間行い ，そ の 中で ク ラ ッ
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ク ス ケ
ー

ル や 下 げ振 りの 使 い 方 を 指導 した．しか しマ ニ

ュ ア ル を用 い た だ け で の 説 明 で は ，容 易 に 理 解 が 進 ま ず，
非 木 造建 物 に 対す る訓練 シ ス テ ム の 整 備 が課 題 とな っ た．

（2） 応急危 険度 判 定 との混 同

　応 急 危 険 度 判定 と被害認 定調 査 が 同時 期に 実施 され た

こ とに よ り，住 民 が 混 同 して 混 乱 を招 い た．また，実施

時期以外の 問題 と して，新潟県中越地 震災害対 策本部
16 〕

に よる被災者生活 再 建の 手 引 き の 中 で，住 宅 を ど う確 保

し て い くか を判断す る た め に，応急危険度判定な どを参

考 に して，り災証 明交 付 を 申請 す る か ど うか を検 討 す る

こ と を推奨 し て お り，混乱 の
一

因 に な っ た と推察 され る．
応 急 危 険度 判 定 か ら被 害認 定調 査 に 円 滑 に 移行 す る 調 査

シ ス テ ム の 確 立が今後の 課 題 と して 挙 げ られ る．

（3）頻繁に 入れ 替わる応援職員へ の 訓練

　県 内外 か らの 応 援 を得 て 調 査 を 実施 した が，外 観 目視

調 査 に 関係 した 小 千谷 市 の 職員数 39名 （延 434名 ） に 対

して，応援職員 は 146名 （延 260 名 ） で あ り，調 査 員
一

人 あ た りの 平均 調査 日数は 小 千谷 市職員の 11．1 日 に 対 し

て，応援職員 は 1．78 日であ っ た．つ ま り，応 援職 員 は ほ

ぼ毎 日 の よ うに 交 代 して 派遣 され て き て お り，そ の 応援

職員の 人員 配 置 調整 と，入れ 替 わ る度 に応 援者 を業 務 遂

行 レ ベ ル に 到 達 させ る た め の 訓 練 を 実施 しな けれ ばな ら

ない 状況 が 発 生 した．しか し，講 習 会 を行 う適 当 なス ペ

ース を確保 で きな い な ど，毎 日の 開催 は 困難で，訓 練を

受 けて い ない 調 査員 が 発 生 した．こ れ を
一

因 と して 判 定

に 関す る 共通 ル ール の 周知 が徹底 されず，調査 票 の 記入

時や 写 真撮影 時 の ミ ス が 増 え た ．ま た，事 前 訓練 が 困 難

に な っ た こ とに加 え て ，と くに近 隣か らの 応援職員は 調

査 が 終了す る と，す ぐに そ れ ぞ れ の 派遣元 に戻 っ て し ま

うた め ， 調 査 後 の フ ォ ロ
ー

ア ッ プ の 機会を失うこ ととな

っ た，こ の よ うな 事態に 対す る 訓 練 の 仕 組 み が 必 要 とな

っ た，

（4） 「大規 模半 壊 」 へ の 対応

　 国 の 統
一

認 定基 準
4）
に 従 っ て 調 査 は 行 わ れ た が ，こ の

認 定基準 に は 大規 模半 壊 と
一

部損 壊（7）は明 記 され て い な

い ．大 規模半壊 は 被災者生活再建 支援法の 中で 定義 され

た も の で あ り．必 ず し も 明確 に国 の 統
一

認 定 基 準 と連 動

して い るわ け で はな い ．こ の た め 内閣府 に よ る被害認定

運 用 指 針 に は 大規模半壊 に 関す る 規定 は な く，そ の 指 針

に 準拠 し たDATS につ い て も，大 規模 半壊 に は十 分 対 応

し て い な か っ た．急 遽，被災者生 活 再 建支 援法 に よ る 定

義に対応 させ ，　 「住 家の 損 害割 合 が 40％以 上 50％ 未満 」

の 場 合 に 大 規模 半壊 と認 定可 能 な よ うに 修正 し た が ，以

下 の よ うな不具合 が残 っ た．
》　建 物 の 傾 斜が lf60rad以 上1120rad未満の 場合は 半壊 と

　　 認定 して 調査 終了 す る よ うに 設定し て い たが，大規

　　 模半 壊の 認 定 に 対応 す る た め ，こ の 場 合 の 損 害割 合

　　 を 15％ とし て ，屋 根 と壁 の 被害 に加 算す る よ うに 修

　 　 正 し た．屋 根 と壁 の 構 成 比 は それ ぞ れ 15％ と85％ と

　　 して い た た め，結果 と して ，損害割合の 合計が最大

　 　 115％ とな っ た．
〉　屋根 と壁 の 被害か ら損害割合 を算定す るに あた り，

　 　 各被 災度 の ボ ーダーライ ン に 近 い 18％ 以上 20％ 未満

　　 お よび46％以 上 50％未満 とな る よ うな結果が 導かれ

　　 に く くな る よ うに 設 定 し て い た た め，大 規模 半壊 と

　　 認 定され難い 欠点を持 っ て い た．

（5） 地盤 被害 の 評価 方 法

　今回 の 地 震 に よ る 特 徴 的 な 被害形 態 と し て ，住 宅 本 体

に被 害 は な い が 宅地 地 盤 や擁 壁 の み が 被害を受 け る ケー

ス が 多 くみ ら れ た ．こ の 場合 の 評 価 方 法 が 無 く，調 査 開

始 当初は課 題 とな っ た が，最終 的 に は地盤 は評価に 入 れ

な い 方 針 を と り，住 民 が 危 険 と判 断 して 住 宅 を解 体す る

希 望 を伝 え て きた とき に は 被 災者 生 活 再建 支 援 法 の 「み

な し 全壊 」 と して 処 理 を行 っ た．

  住民 へ の 調査に関 する情報周 知

　何 の た め に どの よ うな 調 査 を実施 す る の か とい っ た事

前 情 報 を 市報 な どに よ り発信 した が，災 害 の 混 乱 の 中 で

十 分 に 周 知 で き な か っ た．ま た，外 観 目視調 査 を 終 了 し

た 事 を住 民 に対 し て ス テ ッ カ
ー

な どで 通 知 しなか っ た た

め，住民 に は い っ 誰が 調 査 を した の か 分か らず，調 査 に

対 する 信頼性 が 疑 われ た こ とが 反 省 され た．

（7） 調査ツ
ー

ル 開発の 必要 性

　調 査 データは地 理情報 シ ス テ ム （GIS）を用 い て データベ

ー
ス 化 され た が ，こ の データ ベ ース 化 の 作業 は 約 10H 間

を要 し，と くに紙べ 一ス の 調査 データを手 入 力で デ ジタ

ル 化 す る 事に 人 手 と 時 間 を費や した ．この 作 業 を省 力 化

す る こ とを 目的 と して ，PDA （Personal　Digital　Assistanbe）
に よ る モ バ イル GIS を用 い た 電 子調 査 票 が 開発 され 試 用

され た．こ の モ バ イ ル ツ
ー

ル は DATS に よ る外観 目視調

査，お よび 内閣 府の 被害認 定運 用 指針 に よ る内部詳 細調

査 の それ ぞれ に っ い て 調 査 手 順 に 従 っ て 項 目を入 力 す る

よ うに 設 計 され て い る ．そ の 結果，調 査 に 不慣 れ な場 合

で も表 示 に従 っ て 入力 して い くこ とで 調 査 に 対す る信 頼

性の 向上 が期待で き，ま た，GPS に よ る位置取得 が可 能

な た め ，土 地 に不 案 内 な外 か らの 応援 者 で も対象住 宅 を

容易に 特定で き る とい っ た有効性 を確認 し た．

　 また ， 傾 斜 を測 定す る際 に下振 りを用 い た が，扱い に

慣れ ない た め に 正 し い 使用が で きず，住民 か ら正 しい 測

定方 法 を指 摘 され る場 面 があ っ た．そ うした 背景 か ら，
よ り正 確に 測 定可 能な 機器 の 開発 を行 う必 要 が あ り，試

作 品 を作 成 し て 現 地 で 使 用 性 に 関す る実験 を行 っ た ．こ

の よ うな実 務 面か ら業務 をサ ポートす る た め の 調 査 ツ
ー

ル の 整備 が必 要 と なっ た．

　上 記 に 整理 した 課題 は DATS 固有の 問題 で は な く，4

章 で ヒ ア リン グ を 実 施 し た 各 自治体 に お い て も同様 に 発

生 して お り，現行 の 調査 シ ス テ ム が抱 える 課 題 と して 今

後対 策を 講 じ る 必 要が あ る と考 え る．

6 ，E一ラー
ニ ン グ型訓練 シ ス テ ム の 開発

　DATS を被 害 認 定 の 業 務 支 援 と し て 小 千谷 市 に適 用 し

た 結 果，内閣府 の 被 害 認 定運 用 指針 に よ る調 査 精 度 を満

足 す る と ともに ，迅 速 な 調査 の 実施 に 対 し て 十 分 な 効果

を発 揮 した こ とが示 され た．しか し 実際の 運 用面 に お い

て ，多 くの 新た な 課 題 が 見 出 され た ．そ の
一

つ に ，頻 繁

に入 れ 替 わ る応援 職 員 へ の 訓練 方 法 の 確 立 が あ っ た．日

替 わ りの 応 援 職員 に 対 す る 毎 目の 訓 練 の 実 施 が，講 習会

に 利用可能 な執務ス ペ ース が足 りな い ，時 間調整 が 難 し

く訓 練に 時間 を割 け ない と い っ た 理 由 か ら困難 とな り，
そ の 結果，訓 練 を受 け てい な い 調 査 員 が発 生 す る こ とと

な っ た．

　さ らに ，調 査 員への 質問紙調 査 の 結果か ら，1）調 査 に
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表 7 　E一ラ
ー

ニ ン グ型 DATS シ ス テ ム

　　 （プ ロ トタイ プ）の 機 能一覧

入 力画 面
　 　 胴騾 一 、．、

盤齧　＿
　 　 華灘 ．
　 ト ツ プ

　．．画面

ロ グイ ン

画面

臙 、：、、∴、、：’■露蓐≡：
tt
：：二：二：：：二

籬

靆

　

　

　

　師
庭

μ叮

問題数分
く り返 す

実践 トレ ≒ ニ ン グ ．
一”tL ：：1ヨ戴 1ミ1肅瀧轟

　 問題画面　　　著

．漕輻輒 ＝ 二．．：弸■回E烹二＝．＝．

実踐 トレ
ーニ ング

解答 ・
解説画 面

io産 解

濁 一・一：ニ…

mu 　 　　 wwL ／

爨 …．

総合判定圍面

紺

璽1瓣 …

贈
．「雑欝

デ
ー

タ ベ
ー

ス

溺卿緻 爵 灘
孅 1鰌 艶§鱗’曽

嬲 載蝦

鑼 亘

纛 鑼

觜

霎阪
。

飜

匹

垂漉 ：藤 鰲瓦il
繊 欝 戀緲

問題 用 の 　 解答用の

　 写真　 　　 写 真

飜 鏤
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図 11E 一
ラ
ーニ ン グ 型 DATSシ ス テ ム （プ ロ トタ イ プ） の 構成

十分に 慣れ る まで に は 3日程度要 した こ と，2）訓練時間は

も っ と長 い 方 が 良 い こ とを 把 握す る こ と が で きた ．し た

が っ て，小 千 谷 市 にDATS を適 用 した 事 例 で は，多 くの

応 援 職員 は調 査 に 慣れ る 前 に 交 代 して し ま っ た こ とに な

り，こ の 慣れ る まで の 時間短 縮を 図る 必 要 が あ る こ と，
お よ び 訓練 プ ロ グ ラ ム を 見 直 し，訓練機 会 を 増 や す 工 夫

が 必 要 と考え る．
　以 上 の 課 題解決の

一
手毀 と して ，E 一ラー

ニ ン グ に よ る

訓 練 シ ス テ ム を 提 案す る，E・ラーニ ン グの 主 な特 徴 を以

下 に 示す．
》

〉

》

》

　図1】に 開発 し たE一ラー
ニ ン グ型 の DATS シ ス テ ム

ロ トタ イ プ ）

は 小千 谷 市で 実施 した 訓練 と同 じ内 容 とな る よ うに 設 計

され て お り ， 写真 に撮影 され た建 物 の 被害をDATS に よ

る調 査 票 に 従 っ て 判 定 す る こ とに よ り，正 しい 手順 を学

習す る こ と が で き る．判 定問題 は 調 査 員 の 弱 点 に 応 じ て ，
効率的に強化 して い くた めに3 つ の 選択 コ

ー
ス が用 意 され

て お り，そ れ ぞれ の コ ース で 出題 内容が変 わ る よ うに な

っ て い る ．出題 1問ご とに 表示 され る解答 と判定の ポ イ ン

トや評価すべ き 被害箇所 を 確 か め な が ら 訓練 を進 め て い

く よ うにな っ て い る．コ
ー

ス の 問題 を全 て 解 答 す る と，
総 合 判定 と して 正 解率 が 表示 され，被災度毎や判定部位

毎 に 苦手 とす る 項 目の 指摘や，屋 根や 壁 の 被害量 を 査 定

す る 際の 偏 りの 傾向 に 関する 分析 結果 が 解説 文 と グラ フ

で 表示 され る，そ の 結果 を 参考に，次 に必 要 な トレ
ー

ニ

ン グ コ ース が 推 奨 され ，ある一定 の 正 解率 に 達 す る こ と

時 間 と場所の 制約な し に学習で き る．
受講者 の レ ベ ル に 合わ せ て 学習で きる．
学 習理 解 度や 強 化 ポ イ ン トが 把握 しや す い ．
マ ル チ メ デ ィ ア を駆 使 した イ ン タ ラ ク テ ィ ブ な教 材

を制作で きる ．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （プ

　　　　 を ，表 7 に 機 能
一

覧 を示す．こ の シ ス テ ム

を 目標 と して 訓練 を行 う，
　 こ の よ うなE ・ラー

ニ ン グ 型 の 訓練 で は，災 害前 の 事前

研 修 や，災害 時 に お い て は ， 応 援職 員 が派 遣 前 に
一

通 り

の 基 本 事項 を学 習 し た り，経験 者 が講 師 とな っ て 交 代 時

の 引 き継ぎの 教材 と し て の 利用 な どを想定 して い る．ま

た，小千 谷市で行 っ た よ うな集 団研修 型 の 訓 練 の 限 界 と

して，個 人 の 能 力 レ ベ ル が把 握 し難 く，個 人 の 能 力 に合

わせ た 訓 練が で きない 点が 挙 げ られ るが，提 案す る訓 練

シ ス テ ム で は能 力 レ ベ ル の 分 析機 能 が 備 わ っ て お り，よ

り高 度 な 訓 練機会 の 提 供が 可 能 と な る．今後，被害認 定

調 査 の た め の 訓 練ツ
ー

ル と して の 活 用 を予 定 して い る．

7 ．まとめ

　本 研 究 で は，阪 神 ・淡路 大 震 災 の 教 訓 を活 か して 開発

され た DATS を 新潟 県 中越 地 震 に お い て 小 千 谷 市に 適 用

し，そ の 効 果 の 検 証 を行 っ た．そ の 結果，得 られ た知 見

を以下に 示 す，
（1） 木造建物を 対 象 と した 外 観 目視調 査 に 関 して ，非専

　　 門家に よる 調査 の 実施 を 考慮 して ，視覚化 され た判

　　 定 基 準 と，標 準 化 され た 判 定手 順，お よ び 数 値化 さ

　　 れ た判定根 拠 の 3 つ の 部分か ら構成 され る調査票 を

　　 開発 した ．
（2） DATS を用 い た外 観 目視 調査 で は事 前 訓練 を行 っ て

　　 調 査 員 の 視 点 を統
一

し，全 て の 建 物を 外 観 か ら客観

　　 的 に調 査 を 実施 した こ と に よ り，被 災者 はほぼ 同 じ

　　 条件の も とで
一

律平 等に 調 査 を受 ける こ とがで き公

　　 正 性 を確保 す る こ とがで きた．

（3） 調 査 結果 に 不満 が あ り再調 査 を 申請 され た場合に は ，
　　 よ り時間 をか け て 内閣府 に よる被害認 定運 用指針に
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　　 従 っ た詳 細 な調 査 を実施 す る 2 段 階調 査 プ ロ セ ス に

　　 よ り，調査 人 員 の 削減 効 果 だ けで は な く，被 災者 の

　　 納得 を得る とい う被害認定 調査 に お け る 重 要 な課題

　　 解決 の 方向性 を 実践 的 に 示す こ と が で きた ．
（4） E一ラー

ニ ン グ型 の 訓 練 シ ス テ ム の プ ロ トタイ プ を開

　　 発 した ．

　今 回 の 新潟 県 中越 地 震 の 事例 で は，自治 体 間 で 異 な る

調 査手 法が 採 用 され，被災者 に不 公 平感 を もた らす こ と

とな っ た．行 政 の 被 災者対 応 で 重 要 な 点 は 被災者 を一
律

平 等に扱 うこ とで あ り，被害認 定 業 務 の 標 準 化 が 図 られ

る 必 要 が あ る．本 研 究 で は ，内 閣府 に よ っ て 設 定 され た

基準 に沿 っ た調 査 を実施 し，被 害 認 定 業務 の 標 準化 を図

る 上 で 不 可 欠 な調 査 の 公 正 性 を確保する こ と が 可 能 で あ

る こ とを示 す こ とが で き た．本 手 法 は と くに 大規 模 災 害

時 に 大 き な効果を発揮す る もの と期待 して い る．
　ま た，こ の 被害認 定 は被災者支援の あ り方，特 に す ま

い の 再建 ・
補修の あ り方 と密接に 関係 し た業務で あ る ．新

潟 県 中越地 震 で は 川 口 町 は 独 自の 施 策 と して 被 災 家屋 の

公 費解 体 を実 施 して い る．内 閣府 の 基 準よ りも緩 い 判定

が 実施 さ れ た 可 能 性 が あ り，公 費 解 体 が 実 施 さ れ た 阪

神 ・淡 路 大 震 災
17）や，独 自の 住 宅復興補助制 度 が 打 ち 出

さ れ た 鳥取 県西 部 地 震
鏖8）の 事 例 の よ うに，修 繕 よ りも被

災 家屋 の 撤 去 が促 進 され て，街 並 み の 崩壊 に 結び っ く と

い っ た 懸 念 を 抱 く．反 対 に 判 定 基準 が 厳 し くな る と耐震

安 全 上 の 問題 が発 生 す る．した が っ て ，被害認 定 制度や

被災 者支援制 度そ の もの の あ り方 が問 われ る必 要 が あ る

と考 え る が，い ず れ に し て も 平 等原 則 に 則 っ た 被災 者支

援方策を講 じ る こ とが 重要 で あ り，公 正 な調 査 の 実施 を

可 能 とす る本 手 法 はそ の よ うな 場 面 に お い て 有 効 に 機 能

す る もの と考えて い る．
　 今 後、調 査 シ ス テ ム の 運 用 上 の 新 た な 課題 と し て 挙 げ

られ た 1）非木造建 物の 訓 練シ ス テ ム の 開発，2）応急危険

度 判 定 との 関係 の 明確 化，3）応援職員 へ の 訓練方 法 の 確

立 を含め た人身体制の 整 備，4）大規模半壊 へ の 対応，5）

地 盤 被 害の 評価 方 法 の 確 立 ，6）住 民への 調査 に 関す る情

報周 知 手 段 の 検討 ，7）よ り効 率 的 な 調 査 の た め の ツ
ー

ル

の 開発，につ い て 取 り組 む予 定 で ある．
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補 注

（1）

〔2）

表 1 は本 文 4 章の ヒ ア リン グ調 査 時 に入 手 した 資 料 を元 に

作成 した ．
内閣府 に よ る 被害認定運 用指針で は．1 次 調 査か ら

』
3 次 調

．
査まで の 3 段間で 実施 される が，本研究にお ける

一
次調 査

とは被害認定調査を担当部署が 最初に実施 した調査の こ と

を 指 し ，被害認 定運 用 指針 に お け る呼称 とは
一

致 し て い な

（3）

（4）

（5）

（6）

の

い こ とに 留意 が 必要 で あ る．
小 千谷 市で採 用 され た DATs 仕 様 の 調 査票 には，住宅の 1
階や 2 階が 潰れ るよ うな被害形態 である 「層破壊」 を判定

す る項 目が あ る．小 千 谷市で は，り災 証 明書 に 「層 破壊 」

が 記載 され るこ と はな か っ た が ．　 「層 破壊 」 は 「全壊」 に

比 較す る と ，家財の 損失な ど の 影響 が 大き い こ と に 配 慮 し

て ．義援金の 追加配 分の 中で ，　 「層破壊j 世 帯に 対 して s

万 円 を 分 配 して い る ．
参考 と し て 2003 年宮城県北部連続地 震に お い て 実施 され

た応急危険度判定の 実施 実績か ら求 め られ た平均 的な調査

効率は 27棟で ある．
1J・千谷市で は，2005 年 3月 14 日の 時点で 46棟の 全壊家屋

と 1 棟の 半壊家屋 が 積 雪に よ り倒壊 し た．なお ，半壊で 倒

壊 し た建 物は ，住民 が避 難所で 生活 して い たた め，十分な

雪 下 ろ し を行 っ て い な か っ た住宅 で あ っ た．
表 5 の 小千谷市の 実續 と して 延べ 調査 員数は 1，578 人とあ

る が，不 慣れ な 応 援職員への 対応 の た め ，3 人 1 組 体制の

班を編 制 して い た た め，シ ミュレ
ー

シ ョ ン 結果 よ り も多 い

値 とな っ て い る．実 際 の 延調 査 班数 は 718 組 で あ り，2 人

1組 体 制 とす れ ば表 6 と
一

致す る．
一

部 損壊 につ い て は，義 援金 の 分 配 と連 動 した こ とな どを

要 因 と して被害の 認 定を 行 っ た が 法的定義は存在 しない ．
小 千谷 市で は被 災者 を広 く支援 す る と い う立 場 か ら，何 か

被害が あれ ば，それ が 門 塀 の よ うな 住宅本 体以 外 の 被害で

あ っ て も
一部損壊 と して 認 定 し た．
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